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特 集

放射線治療では、処方された線量を正確に患者さんへ届けることが、その有効性と安全性を支える大前提で
す。そのため、各施設における品質管理に加え、第三者機関による客観的な出力線量評価は、放射線治療の品質
保証を支える重要な仕組みとして国内外で広く実施されています。我が国でも、第三者評価の重要性は以前から
認識されていましたが、高精度放射線治療の普及など放射線治療を取り巻く環境の変化を背景に、品質保証の重
要性が広く共有され、第三者出力線量評価体制の整備が進められました。

しかし、第三者出力線量評価の真の価値は、評価そのものではなく、その結果を品質改善へ結び付けることに
あります。その結果を適切に確認・評価し、自施設の品質保証活動を継続するとともに、その取り組みを客観的
に示していくことが重要です。この考えのもと、JASTROでは2023年に第三者出力線量評価認定制度を開始しま
した。本制度は、定期的な第三者出力線量評価を受審しその結果を適切に管理するとともに継続的な品質保証活
動を実践している施設を認定することで、放射線治療の品質保証体制の充実を図ることを目的としています。

本特集では、第三者出力線量評価の歴史的背景と社会的意義、認定制度開始から3年間の歩みと課題、評価機
関の役割、さらに評価結果を継続的な品質改善へ結び付ける地域連携支援体制について、それぞれ第一線で活躍
されている先生方にご執筆いただきました。4編を通して、第三者出力線量評価を中心とした品質保証システム
全体をご理解いただけるものと期待しています。

第三者出力線量評価は、安全で質の高い放射線治療を患者さんへ提供するための継続的な品質改善活動です。
本特集が、その意義と認定制度への理解を深め、より多くの施設で第三者出力線量評価および認定制度の活用が
進み、わが国の放射線治療の品質向上につながる契機となることを期待しています。

JASTRO QA委員長/第三者出力線量評価認定作業部会長　　　　　
大阪医科薬科大学 放射線腫瘍学教室　二瓶圭二

放射線治療にかかわる多くの方がご存じのように、
医用原子力技術研究振興財団では、「治療用出力線量
測定事業 出力線量測定」を行っている。JASTROの第
三者出力線量評価認定制度 1）では、「放射線治療を提
供する施設においては、定期的にその出力線量につい
て、第三者に測定を依頼し、その結果を確認すること
で、提供する医療の質を担保する必要がある。」（意訳）
としている。
海外の放射線治療を行う地域では、第三者による評
価は行われてきているが、国内では、2000年以前、継

医用原子力技術研究振興財団が行う 
治療用出力線量測定事業について

公益財団法人医用原子力技術研究振興財団 放射線治療品質管理部会 部会長　新保宗史

続的にこれを行う機関がなく、厚生労働科学研究費補
助金 2, 3）にて6年間の研究が行われ、その後、放射線医
学総合研究所（当時）での試験 4）を実施後、医用原子力
技術研究振興財団により事業として実施できるように
なった。年間実施件数と累積件数を図1に示す。
前出の JASTROガイドライン 1）では3年に一度の実

施を求めている。2024年度集計の際の「近年3年間の
出力測定実施施設」は、581施設（線量校正センター
ニュース145）: 2021~2023年度実施 /施設名公表に同意
した施設数）になっており、これは、厚生労働省の高
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エネルギーX線治療施設数 6）（施設認定数 令和6年）を
分母とすると、およそ8割の施設で第三者の評価を受
けていることになる。

2023年度、2024年度では、集計時の過去3年間で
出力測定を行った施設数が580施設程度になっている
が、JASTROの第三者出力線量評価認定施設となって
いる施設は2026年5月時点で89施設であり、未認定
の施設が多くあることが分かる。第三者による評価を
実施した施設では認定を取得することを勧める。ま
た、財団の出力測定を行わない場合でも、治療研究な
ど行う施設では、海外のAuditを用いて確認している
場合もある。
徐々にこの測定を用いる施設が増えてきており、財
団としては、より多くの装置及び条件が測定対象とな
るよう、測定対象装置種類を増やし、条件についても、

校正条件のほか、照射野条件、ウエッジ条件、WFF/
FFF条件、電子線も測定対象としている。
強度変調放射線治療（IMRT）を行う施設も増えてい

るが、高精度な治療を行うためには、高精度な装置・
照射の制御が必要となる。日本臨床腫瘍研究グループ
（JCOG）では、がん治療に対する標準治療の確立と進
歩を目的とし研究活動 7）（多施設共同臨床試験）を行っ
ているが、この活動に参加する放射線治療施設は治療
の品質の確認のために、物理技術的要件を満たす必要
があり、参加施設は、これらの要件を満たしたうえで、
研究に参加している。標準治療は、このような研究の
品質担保が前提で確立されているので、治療プロトコ
ルに従う場合は、同等の品質の担保があって同等の治
療効果が得られることになると考える。強度変調放射
線治療を行う際には、これら IMRTに関連する第三者

図2　国内での高エネルギーX線治療実施施設と財団の第三者評価実施施設（3年毎）

図1　財団による出力測定実施施設数の推移と累計
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の測定システムを用い、施設の管理状況を確認してい
ただきたいと思う。
一方、令和4年度では年間284施設、365装置、13125）

ビームの測定行った。この年度に限らず、他の年度で
も、予定の線量と比べて3％、あるいは5％を超える相
違が検出される。図3に校正条件のみの検出線量の度
数分布を示す。測定結果で相違が3%を超える場合は、
財団担当者より、ヒアリングによる原因確認を行って
いる。財団では相違の原因を確認しやすくするため、
出力測定の手順書及び注意点を作成し、データ記入
シートへの記入、及び照射時に表示される照射装置制
御画面の写しの提出を求めている。
ヒアリングによる原因調査は具体的に、財団担当者
から施設担当者に問い合わせを行い、相違の原因の確
認、対応について相談している。出力測定は、郵送で
行う測定のため、財団からは施設での実施状況を確認
できない。また、そもそもガラス線量計素子の検出精
度の限界などから、相応の相違（ばらつき）が起こるの
で、それらを勘案して3%、5%の許容範囲を設定して
いる。財団の出力測定で提示できる不確かさについて
は、測定条件によって相違があり、ホームページ 8）で

確認できる。例えば、X線の校正条件では相対標準不
確かさ（包含係数k=2）で2.1%となっている。
これまでの出力測定で検出された相違で、原因が明
らかになったものとして、MU値誤設定、ビーム（エ
ネルギー）の取り違え、ファントムの誤設定、治療計
画装置の設定（線量計算アルゴリズム、ファントム物
質、モンテカルロの試行回数不足の問題）などがあり、

原因となりうる設定などについて、手順書の中で注意
喚起を行っている。ヒアリングを行っても原因の特定
に至らないこともあり、そのような時には、何か相違
を発生する原因があるのか、あるいは、統計的に起こ
りうる相違なのか、判然としない状況となる。この段
階で施設と確認担当者の間の連絡がうまくできなくな
る例もあるため、「相違があるかもしれない。これは、
相違を是正する良いチャンスである。」と考え、施設の
責任で原因の特定に至るまで各種確認を行い、可能で
あれば再度の測定を行うことで、正しく管理された定
常状態での放射線治療の運用を行ってほしい。
財団が行う測定は、第三者として行うことであるた
め、施設の状況を確認したり、変更したりするための
強制力はない。測定で得られた数値に責任を持ち、そ
れを伝えることが主な、「すべきこと」であり、相違の
状況確認は、施設との任意のやり取りの範囲で実施す
ることになる。また、測定の事前情報、測定結果やヒ
アリングを通して得た情報の取り扱いは財団内で慎重
に取り扱う必要がある。このような理由から、相違が
大きいとき、何らかの対応が必要な時には、施設が主
体的に対応することになる。関連団体で、施設が主体
的に対応するための窓口を設置し、「何らかの対応が
必要な場合のサポートシステム」を構築すれば、第三
者による測定が機能するようになる。現状では、日本
放射線治療品質管理機構の地域連携支援委員会でホー
ムページ内に窓口を設定し、放射線治療の品質管理上
で何らかの対応が必要な場合にはサポート行う体制が
構築されている。

図3　X線の校正条件での測定結果の分布
� 校正センターニュースVol. 15 図2より転用
高エネルギーX線の基準線量計を用いた水吸収線量の測定と同じ条件
とし、蛍光ガラス線量計で水吸収線量を評価した際の、施設申請値と
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これら、放射線治療の品質を担保する担当者は、上
記サポートにて、その原因を確認できるようになって
いるが、放射線治療の責任者（医師）については、サ
ポートができる体制になっていない。JASTROには、
医療事故発生時の対応について定められており 9）、こ
こでは、当該施設より事故報告書の提出を受けた時の
JASTROの対応が取り決められているが、財団の出力
測定での相違が検出された際には、医療過誤の認識に
至っていない状況にあり、この医療事故発生時の対応
とは異なる方法で対応することで、状況を認識・改善
できる。
施設内では責任者と担当者、関係者が話し合って対
応できれば良いが、実際どのようにすべきかについて、
責任者としても何らかのサポートが受けられる（相談
窓口の設置がある）と良いと考える。このサポートを
実施する際には、施設の情報について、匿名あるいは
秘密厳守にて対応してくれる体制が必要と考える。
財団ではより使いやすいシステムを構築すべく、出
力測定のウェブ申し込みと、報告書の電子配布を行っ
ている。報告書は品質管理担当者及び放射線治療責任
者、および施設長にもお知らせできるよう、登録メー

ルアドレスを複数設定している。報告書は必ず施設内
で共有し、安全確認のために役立てていただきたいと
願う。
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はじめに
JASTRO第三者出力線量評価認定制度は、第三者出
力線量評価の普及・推進を目的として、2023年から評
価施設および評価機関の認定を行っている。2026年5
月現在、89施設と3評価機関が認定されている。
わが国では、2007年から医用原子力技術研究振興財
団によるガラス線量計を用いた郵送出力線量測定が実
施されてきた。関連する施設基準やガイドラインの整
備に伴い、2024年度の実施施設数は231施設となった
が、第三者出力線量測定では、許容値を超える線量相
違が報告されている 1）。
日本放射線治療品質管理機構（JRTQM）では、放射

線治療品質管理士（以下、品質管理士）の能力の維持向
上のための事業として、第三者出力線量測定に関する
支援体制の構築に取り組んできた。本稿では、第三者
評価を継続的な品質改善へつなげる JRTQMの地域連
携支援の歩みと活動を紹介する。

第三者評価を支える地域連携支援 
―評価から支援、そして品質改善へ

日本放射線治療品質管理機構 地域連携支援委員会 委員長　川村愼二

日本放射線治療品質管理機構（JRTQM）の役割
JRTQMは、2000年代初頭に相次いだ放射線治療の
過誤照射事例を契機として、放射線治療関係の5学会・
団体により2004年に設立された。その後、構成団体を
拡充し、2024年12月に一般社団法人へ移行した。現在
は、放射線治療に関係する全8学会・団体が連携して
運営している。

JRTQMは、放射線治療の精度向上のため、品質管理
士の認定、その能力の維持向上のための事業、その他
本法人の目的達成に必要な事業を行っている。これま
でに2,000名超の品質管理士を認定し、現在は約1,400
名の認定者が全国で活動している。具体的には、放射
線治療品質管理に資する講習会の開催、品質管理に関
する提言・声明 2）のほか、地域連携支援を行っている。

地域連携支援委員会設立の背景
第三者評価機関は、出力線量を客観的に評価し、そ
の結果を施設へ報告する重要な役割を担っている一
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方、評価機関としての守秘義務等の制約があり、線量
相違が確認された後の原因究明や改善支援はできな
い。また、医療施設では、品質管理体制や人的資源に
差があり、自施設のみで原因究明や改善への対応が困
難な場合もある 3, 4）。そこで JRTQMでは、2016年に地
域の品質管理士が相互に連携して施設を支援する体制
の構築を目的として、地域連携支援ワーキンググルー
プを設置した。その後、活動成果を踏まえ、地域連携
支援委員会へ発展した。

地域連携支援委員会の歩み
JRTQM地域連携支援委員会では、第三者出力線量

評価で線量相違が認められた施設への支援体制とし
て、全国の品質管理士による地域連携支援ネットワー
ク（以下、地域連携支援ネットワーク）の整備に取り
組んだ。2018年から2021年まで全国9地区を対象に地
域連携支援パイロットスタディを実施し、地域ごとの
課題や支援ニーズを把握するとともに、各都道府県・

地区に、放射線治療施設からの相談窓口となる品質管
理士（以下、都道府県・地区相談者）を配置し、支援
プロトコルやマニュアルの整備、支援チーム編成方法
の検討、遠隔支援システム開発を行った。その後、全
国展開し、現在、全国57名の都道府県・地区相談者に
よる地域連携支援ネットワークが構築されている（図
1）。JRTQMのホームページには各地域の都道府県・地
区相談者氏名を掲載し、各施設の品質管理士が相談し
やすい環境を整備した。

JRTQMの品質管理士を介した各施設への支援活動
第三者評価を継続的な品質改善へ結び付ける

JRTQMの地域連携支援のワークフローを図2に示す。
第三者出力線量評価機関では、出力線量測定後に施設
へのヒアリングを行い、可能な範囲で原因の確認や改
善を支援している。しかし、それだけでは解決が困難
な事例については、JRTQM地域連携支援委員会が支
援を引き継ぎ、継続的な品質改善につなげている。

日本放射線治療品質管理機構
(JRTQM)

地域連携支援委員会

都道府県・地区相談者
（9 地区, 47 都道府県, 57名）

相談者
北海道

相談者
沖縄… …

施設3施設1 施設2 施設3 施設1 施設2… …全国の放射線治療施設

図１　全国地域連携支援ネットワーク
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図２　第三者評価を継続的な品質改善へ結び付ける考え方
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1）  施設自体による改善が難しいと判断した施設の品
質管理士は、施設支援相談フォームから、JRTQM
に連絡をいただく。2021年よりJRTQMホームペー
ジに施設支援相談フォームを設置し、放射線治療
品質管理に関する相談を受け付けている 5）。

2）  JRTQMでは、地域連携支援委員会が同施設から
初期情報を収集する。

3）  地域連携支援委員会では、初期情報収集の結果に
基づき、施設支援相談を中心として、必要に応じ
て地域連携支援相談者協議会による情報共有や、
出力線量確認システム（ビーム登録）の活用を組
み合わせながら支援を進め、継続的な品質改善に
つなげている。

（a）地域連携支援相談者協議会　 
―人材育成と地域ネットワークの強化―

JRTQMでは、地域連携支援ネットワークの質的向
上のため、2022年より地域連携支援相談者協議会（初
期は連絡講習会）を開催してきた。
地域連携支援委員会と都道府県・地区相談者が、第
三者出力線量評価や施設支援相談の実施状況、支援事
例などの情報を共有している。さらに、実技講習や
テーマ討論を通じて都道府県・地区相談者の知識・技
術の向上を図るとともに、都道府県・地区相談者相互
の情報交換を促進し、全国ネットワークの維持・強化
に取り組んでいる。

（b）施設支援相談　
―支援チームによる施設への直接支援―
施設からの相談内容に応じて、近隣施設の都道府
県・地区相談者を中心とした3～4名の支援チームを編
成し、オンラインミーティングを基本として支援を実
施している。必要に応じて施設訪問も行うが、支援に
要する費用については JRTQMの規程に基づき対応し
ている。課題の整理、原因分析、改善方法の検討を施
設とともに行い、継続的な品質改善につなげている。
2026年7月までに22件の施設からの支援相談を受け
付け、出力線量相違への対応、装置更新時の立ち上げ
支援、治療計画装置に関する相談、品質管理に関する
資料の提供などに対応してきた。

（c）出力線量確認システム（ビーム登録）6）

―データを活用した品質向上支援―
2024年から、各施設の品質管理士が、装置・線量計

情報、出力線量測定データ、第三者評価結果などをク
ラウド上のシステムに登録することで、登録施設は、
ヒストグラム、箱ひげ図、プロットチャートなどによ
り、自施設データを全国データと比較し自己点検と
継続的改善に活用できるシステムを運用している（図
3）。登録データは他施設からは閲覧できず、セキュリ
ティが確保されている。2026年7月現在、145施設が
登録しており、利用者の意見を踏まえて機能改善を進
めている。画像誘導X線治療、電子線、小線源治療へ
の拡張も検討している。

(1) 箱ひげ図：出力線量相違（%）

(2) 

自施設データ

自施設データ

ヒストグラム：出力線量相違（%）

図３　全国登録データとの比較表示例
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おわりに
第三者出力線量評価は、放射線治療の安全性と品質
を担保する重要な仕組みである。その評価結果を品質
改善へつなげるためには、施設が安心して相談できる
支援体制が不可欠である。JRTQMでは、品質管理士と
地域連携支援ネットワークを基盤に、施設間・職種間
の連携を図りながら継続的な品質改善を支援している
ので、ぜひご活用いただきたい。

JRTQMの地域連携支援は、第三者評価に代わるも
のではなく、その成果を継続的な品質改善へ結び付け
る取り組みである。今後も JASTRO第三者出力線量評
価認定制度との連携を図りながら、第三者評価を品質
改善につなげる仕組みを維持し、わが国の放射線治療
の精度向上に貢献したい。
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はじめに
放射線治療における出力線量の保証は、治療の安全
性と品質を維持する上での基盤である。これを背景に
発足した「第三者出力線量評価認定制度」は、2023年
の開始から2025年度末までに計6回の申請受付およ
び審査を行ってきた。本稿では、本制度の立ち上げか
ら3年間における第三者出力線量評価認定の具体的な
運用実績、審査結果、および今後の課題について報告
する。

第三者出力線量評価認定施設申請システム
申請受付システムは、Google Sites、Google Form、お
よびDropboxの機能を連携させることで、低コストの
プラットフォームとして構築した。申請手続きにおい
て、申請者はまず認定施設申請受付サイトから「第三
者出力線量評価施設調査票」（汎用リニアック用、トモ
セラピー用、サイバーナイフ用の3種）をダウンロー
ドし、必要事項を記入する。調査票の入力項目は、採
用しているX線吸収線量計測プロトコル、校正頻度お
よび評価基準、使用機器、臨床で使用しているX線の
全エネルギーにおける第三者出力線量評価の受審実
績、線量校正に必要な各種補正係数および測定値、等

第三者出力線量評価認定制度の現状と今後の課題
― 3年間の審査実績から

がん・感染症センター都立駒込病院 放射線治療科　木藤哲史

である。また、添付書類として、直近1年以内に発行さ
れた「第三者出力線量評価認定機関による出力線量評
価報告書」のコピー提出を必須としている。申請者は、
記入済みの調査票と上記報告書の一式をGoogle Form
経由でアップロードすることで申請を完了する。

審査
現在、第三者出力線量評価認定作業部会の審査員は

10名で構成されている。申請1件につき、2名の審査
員が事前に内容を確認し、不備または確認事項が生じ
た場合、申請施設に問い合わせる。その際、規程上明
記されている事項（指定期間外の第三者出力線量評価
報告書の提出、評価を受けたエネルギーの記載違いや
未記載など）については、具体的な指摘を行う。一方
で、審査の合否に係る項目については、指摘箇所を明
確には提示せず、問い合わせを受けた後の修正の有無
は施設側の判断に委ねる。申請締め切り後から約1ヶ
月後に第三者出力線量評価認定作業部会審査会が開催
される。審査会では審査員全員で申請書を1件ずつレ
ビューし、施設認定承認の可否を判断する。この際に
申請内容に疑義が生じた場合は申請施設に照会し、必
要があれば修正した書類一式の再提出を求める。
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結果
1. 認定承認数
図1に申請に対する承認数の推移を示す。これまで

に計6回の審査会において合計91件の申請を審査し、
90施設を「第三者出力線量評価認定施設」として承認
した。ただし、1施設は承認後に閉院したため、現在は
89施設が承認されている。不承認となった1施設につ
いては、第三者出力線量評価機関の報告書において、
測定手順の不備に起因する照射線量と測定線量の解離
（3%以上）が認められ、当該評価機関の許容範囲を逸
脱していた。なお、当部会が配布した施設調査票自体
には不備は認められなかったものの、審査会での協議
の結果、不承認の判定とした。

2. 電離箱線量計および電位計の校正の現状
表1に、全申請における電離箱線量計および電位計

の校正方法の内訳を示す。電離箱線量計の校正は、医
用原子力技術研究振興財団への依頼が109件と大部分
を占め、施設内での相互校正は11件であった。電位計
については、同財団への直接依頼が59件、メーカーへ
の校正依頼が46件であった。ただし、メーカーへの依
頼分については、メーカーがさらにどの校正機関へ依
頼したかについては不明である。

3. 公称エネルギー別の出力相違および計測プロトコルの内
訳
表2に、公称エネルギー別の装置数、線量モニタユ

ニット（DMU）あたりの出力における「施設記入値」と
「審査評価値」の相違、および採用されている水吸収線
量測定プロトコルの内訳を示す。トモセラピーを除く
全装置・全エネルギーにおいて、施設記入値と審査評

価値の相違は -1.00%から+1.16%の範囲内に収まって
いた。
一方、トモセラピーは出力の校正方法が汎用リニ

アックと異なっており、コミッショニング時に取得し
た装置基準照射条件または臨床基準照射条件における
測定線量を基準とするため、本事業では「施設が採用
した基準照射条件における測定線量」と「線量校正時
の測定線量」との相対差［%］を評価対象とした。この
ように評価条件が複雑である背景を反映してか、トモ
セラピーにおける相対差の範囲は -0.79%から+1.99%
と、汎用リニアックやサイバーナイフに比べてばらつ
きが大きくなる傾向が見られた。

4. 審査会における審議事項
表3に、審査会で審議対象となった40件（全91件
中）の内訳を示す。審議事項の多くは軽微な転記ミス
や規程の不遵守であったが、施設記入値と審査評価値
の差が規程要件（±2%以内）を超過していたケースが
13件存在した。これらの審議事項について、申請施設
に対し、自己点検を促したところ、いずれも記入ミス
（単位の間違いや符号の取り違え、解釈の相違など）で
あることが判明した。再提出された修正調査票では、
最終的にすべての施設・エネルギーにおいて±2%以
内に収まった。
しかしながら、このような単純な入力ミスが多発し
ているという事実に注目することも重要である。同様
の人為的ミスが、各施設が日常の臨床で使用している
「出力校正用計算シート（Excel等）」内でも潜在的に発
生している可能性があり、これは放射線治療の安全管
理上、看過できないリスクを示唆している。
また、審査評価値は施設が入力した測定値や各種係

図1　第三者出力線量評価認定施設の承認数
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表１　電離箱線量計および電位計の校正方法

表3　審議事項となった内容の内訳

表2　公称エネルギー別の装置数およびモニタユニットあたりの出力における施設記入値と審査評価値との相違、およ
び水吸収線量測定プロトコルの内訳

校正の手段 件数
電離箱線量計：
• 医用原子力技術研究振興財団へ依頼 109
• 施設での相互校正 11

電位計：
• 医用原子力技術研究振興財団へ依頼 59
• メーカーによる校正 46
• 施設での相互校正 1

装置種別 公称エネルギー 装置数 DMU［cGy/MU］の相違の平均値
（最小値–最大値） ［%］

水吸収線量測定プロトコル 
（括弧内の数は件数）

汎用リニアック

4MV 84 0.00 （-0.87–1.16）

計測法12（497）、計測法01（6）、 
その他（計測法24、TRS398、他）（8）

6MV 121 0.01 （-0.86–0.96）
8MV 11 0.02 （-0.03–0.09）

10MV 112 -0.01 （-0.97–0.96）
15MV 11 0.02 （-0.02–0.09）

6MV-FFF 97 0.00 （-1.00–1.08）
10MV-FFF 75 -0.03 （-0.99–0.54）
すべて 511 0.00 （-1.00–1.16）

サイバーナイフ 6 0.09 （-0.02–0.45） 計測法12の装置基準照射条件（5）
トモセラピー 15 0.19 （-0.79–1.98）※1 計測法12（9）、TG-148（6）※2

Abbreviations: DMU, dose monitor unit
※1.  トモセラピーのみコミッショニング時に得られた基準照射条件での測定線量と線量校正時の測定線量との相対差
［%］を評価した。

※2. 臨床基準照射条件、装置基準照射条件が混在している。

審議内容 件数
結果に影響を与えない入力値の不備 3
入力値の単位・符号間違い 10
申告値と審査評価値との差が2%以内 2
申告値と審査評価値との差が2%超える 13
申請装置数、エネルギーの不備 3
第三者出力線量評価を受審したエネルギーの未申告 5
第三者出力線量評価認定機関証明書の不提出 4
合計 40

数から導出されるものであるため、計算プロセスの差
異による微小な差（小数点以下）を除けば、本来施設記
入値と一致するはずである。しかしながら、原因不明
のまま±1%を超える乖離を示すデータが散見されて
おり、入力ミス以外にも計算プロセスの理解やシート

の構築における課題が潜んでいる可能性がある。

課題
本制度の3年間の運用を通して、今後の展開に向け

た以下の課題が浮き彫りとなった。まず、申請調査票
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における単純な転記ミスや単位の選択ミスを未然に防
ぐため、より親切な記入方法の説明の追記や間違いに
くい入力シートの改良が必要である。次に、臨床現場
から要望が多い最新のガイドライン「高エネルギー放
射線治療基準 2024（計測法24）」に準拠した、新たな施
設調査票および計算シートの早期作成と提供が求めら
れている。

おわりに
本認定制度の普及と継続的な運用により、国内の多

くの施設が第三者出力線量評価をより積極的に受審す
る機運が高まっている。申請プロセスの過程で各施設
が「自施設独自の出力校正用計算シート」を客観的に
再点検・自己監査することは、計算エラーに起因する
放射線治療の重大な出力校正事故を未然に防止する極
めて有効である。本制度が今後とも、国内の放射線治
療の安全担保と品質向上に貢献し続けることを期待 
する。

はじめに
放射線治療の線量の品質保証については施設内部で
実施される品質管理に加え、独立した第三者機関によ
る客観的な出力線量評価が安全性と信頼性を担保する
上で不可欠な仕組みとして国際的に位置付けられてい
る。現在の第三者出力線量評価認定制度ができるまで
の日本の歩みを振り返り、第三者評価の重要について
誤照射防止の観点だけでなく、日本の放射線治療に対
する国際的な信頼性の醸成という観点からスポットを
当ててみる。

第三者評価体制構築以前の日本
現在では、多くの放射線治療施設が第三者出力線量
評価を受けているが、2000年代前半まで日本には恒久
的な第三者線量監査システムが存在していなかった。
当時の日本は、高度な放射線治療技術と多数の治療
装置を保有していたにもかかわらず、IAEAが整備し
ていた世界のAudit Network上では、恒常的な第三者
監査体制を有する国として認識されていなかった。こ
れは、放射線治療技術そのものの問題ではなく、「第
三者による客観的評価システム」が国家レベルで整備
されていなかったことに起因するものであった。図
1は、その頃 IAEAが作成していたTLDによるAudit 
networkの世界地図である。IAEAは四半世紀以上遡っ
た1969年から60Co治療装置に対する郵送によるTLD
を用いた第三者評価体制を構築していた 1）。衝撃的な
ことに、日本は放射線治療装置をほとんど有していな
い、またはまったく有していない国 （々アフリカや南
極大陸）と同様のカテゴリーに分類されていた。国際

放射線治療の信頼性を支える 
第三者評価の歩みと社会的意義

量子科学技術研究開発機構 QST 病院　水野秀之

的な品質保証体制という観点で十分な評価を得られて
いなかったということだけに留まらず、医学物理士も
十分に配置されていなかった当時の日本は、世界から
見て相当質の悪い治療を実施していると思われていた
可能性もある。国際学会で発表をしたり、国際的な多
施設臨床研究を遂行する上でそのような状況は決して
好ましくはなかったはずである。しかし国内で第三者
評価に対する関心は薄く、小規模な相互比較的な出力
線量測定が限られた地域で実施されていた程度であっ
た 2）。

誤照射事故を受けたパイロットスタディから�
恒久的事業へ
それまでの状況が一転したのは、2000年代に立て
続けに明らかになった誤照射事故の影響が大きい。治
療計画がX線シミュレータと手計算による単純な方式
から治療計画装置を利用してコンピュータ計算によ
るMU値の使用への移行期となり、計画装置への入力
ミス等による誤照射事故が次々と明らかになっていっ
た。こうした状況を改善するため、厚生労働科学研究
費補助金による研究班において、第三者出力線量評価
の技術開発・試験的な第三者出力線量測定が実施され
た。これらの知見・技術は当時の放射線医学総合研究
所に引き継がれ、2006～2007年に合同で全国の地域
がん診療連携拠点病院を対象とした蛍光ガラス線量計
を用いた郵送による第三者出力線量測定のパイロット
スタディが実施された 3）。106施設191ビームの校正条
件1 Gy照射について、蛍光ガラス線量計の出力と施設
の申告値の差は、平均値0.3%, 標準偏差1.3％と良好な
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図1　2000年代前半にIAEAが作成していたAudit networkの世界地図

結果を得た。±4％を超えた差を検知した3施設に対
して再調査が行われ、すべて±3.5％以内に改善され
る結果を得、第三者評価は実際に出力線量の質の向上
に直結することが示された。
この成果を受け、同技術を公益財団法人医用原子力
技術研究振興財団（ANTM）へ移管し、治療用照射装
置の出力線量測定事業として、2007年11月、日本初
の恒久的な第三者出力線量評価体制が誕生した。これ
らの成果を携えて2008年に IAEAへ訪問し、日本では
このような第三者評価体制が構築されたことを伝え、
図1のAuditの世界地図の日本の部分を塗り替えるよ
うに依頼した。その結果得られたマップが図2である。

これは単に国際地図上の表示色が変化したというだけ
でなく、日本の放射線治療の第三者評価体制が国際標
準と整合したことを示す象徴的な出来事であった。

出力測定の条件適用拡大からAudit大国へ
校正条件から第三者評価体制が始まったが、実際の
誤照射事故が発生した原因にはウェッジ照射野や、照
射野サイズが異なる条件など、単純な照射条件でな
いことが多く、実効性の高い第三者評価となるべく、
条件適用拡大の技術開発が進められた。2010年には
ウェッジ条件、照射野条件に、2016年にはFFFリニ
アック、Tomotherapy、Cyberknife 4）に、2019年には

図2　2007年の日本の第三者出力線量測定体制構築を受けて、日本が
一番低いレベルの色から一番上のレベルの色へ塗り替わった世界Audit 
map
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電子線に適用を拡大した。2020年には JCOG医学物理
グループが IMRTの多施設臨床研究の第三者評価とし
て開発した技術を移管し、IMRTへの適用拡大も実現
した。2018年に IAEAが発表した論文 5）では、IAEAの
データベースに登録されたAuditの施設数は、1位が
IROC（米国、臨床試験対応）2,000施設 /年、2位（米国、
依頼に応じた有料対応）1,000施設 /年、3位（IAEA/
WHO）300～400施設 /年、4位日本のANTM/QST及
びEQUAL-ESTROの150～200施設 /年と上位ランキ
ング入りを果たすまでにAudit大国となった。ビー
ム数では IROCとRDSの合計が31,000ビーム /年と断
トツだが、それに次ぐビーム数がANTM/QSTで800
ビーム /年となっている。
国内の第三者評価の必要性に対する理解も進み、

2018年にはがん診療連携拠点病院の指定要件におい
て、第三者機関による出力線量測定を実施することが
求められるようになった。2019年には「放射線治療に
おける第三者機関による出力線量評価に関するガイド
ライン2019」も日本医学物理学会、日本放射線技術学
会、日本放射線腫瘍学会の共同で発刊された。

誤照射事故の教訓と第三者評価の意義
第三者出力線量評価の本質的な意義は、もちろん誤
照射事故の発見・予防にある。誤照射がこの第三者評
価を通じて発見された例は、それほど多くはないが、
確実に存在する。また、それより実際に多いと思われ
るのが、第三者評価を受けるということで施設側の担
当者が各種確認を事前に行い、その結果、何かしらの
エラーを事前に発見できた事例である。そのような事
例の数は第三者機関には情報として上がってこない
が、きっとある程度の件数はあり、見えない数ではあ
るが、実際の治療の質の向上に貢献していた可能性も
ある。また一番多いケースとして、許容範囲内の結果
が得られて何もエラーがなかったこともあるが、この
第三者評価を受けることで施設側が、特に現場で苦労
しているコミッショニング担当者が安心して治療を継
続できる効果もあると考える。また品質管理部門の信
頼性も上がり、地味な業務が多い品質管理担当者が評
価され、その業務の重要性を治療部門全体が再認識す
る効果もきっとある。第三者評価が全国的に普及し、
その有効性が広く認識されるようになったことを背景
として、JASTROは2023年、「第三者出力線量評価認定

制度」を創設した。

おわりに
日本における第三者出力線量評価は、1990年代の誤
照射事故への反省を出発点とし、厚生労働科学研究に
よるパイロットスタディ、2007年の恒久的第三者評価
体制の構築、そして JASTRO第三者出力線量評価認定
制度へと発展してきた。
この歩みは単なる品質管理手法の発展ではない。そ
れは、放射線治療の安全性を社会へ保証する仕組みの
構築であり、患者に対する責任を制度として具現化し
てきた歴史でもある。
高精度放射線治療がますます高度化する現在、第三
者評価の重要性は今後さらに高まるであろう。JASTRO
第三者出力線量評価認定制度は、日本の放射線治療が
国際水準の品質と安全性を維持し続けるための重要な
社会基盤として、その役割を果たし続けることが期待
される。
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